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１．プロジェクトの達成目標 
１－１．プロジェクトの背景 

日本が近代国家として歩み始めて以来、西欧諸国に学びながら、法と法制度の発展には高い

関心が寄せられ、日本の法学は高度の発展を遂げている。日本はまた、産業技術の分野でも高度

な技術力を誇っている。 

しかしながら、欧米諸国では、司法サービスに革新的テクノロジーを導入して部分的に自動化す

る LegalTech が活況を呈しているのに対して、日本ではまだ黎明期にあるといってよい。近年、司

法の IT 化が推進されてきてはいるものの、裁判資料のデジタル化の遅れをふくめ様々なハードル

が指摘されている。 

法律の世界では、テクノロジーがもたらす新たな課題に対して、諸外国でどのような法的問題と

して語られているか、どのような法規制が導入されようとしているのか、日本はそれらから何を学ぶ

べきか等の研究は盛んである。しかし、テクノロジーを使うことで法や法学それ自体が、どのような

変化を遂げていくべきなのかについて、言い換えれば、テクノロジーがもたらしている環境変化に

法がいかに「適応」していくべきなのかについて、深く、理論的に探究した研究はこれまでなかった。

司法判断で用いられている言語の意味は社会経済の変化と相関しながら「進化」してきたのか、AI

を駆使した比較法研究の方法論、司法判断に AI を使うことの倫理的問題やガイドラインのあり方な

どなど課題は山積みなはずであり、法の自動化は法制度の自律性や実効性にとって何を意味する

のかといった基本的な問題にも取り組みたいと考えた。 

 

１－２．プロジェクトの達成目標 
本プロジェクトは、「法における AI 利用」問題のコアに位置する司法判断の機械代替の

可能性とその限界、あるいは「超えてはならない一線」を「いかにして」識別し、明らか
にしていけばよいのかの手がかり・指針を得ることを目的とする。これは、「法のコンピュー

ター化は可能か？」という核心的な疑問に迫るものにほかならない。 
研究の成果としては、AI 導入に関する 2030 年～2040 年ごろを想定した未来シナリオの

作成、および、紛争解決における AI 利用倫理ガイドライン案の作成を目指す。まずは、
先行して英国の司法判断のデータを用いて法解釈モデルとアルゴリズムを開発し、AI の
様々な技術を用いてその精度の検証を繰り返すことで現実の法制度に即した議論を可能と
する。日本はもともと裁判所に持ち込まれる紛争も少なく判決の絶対数が少ないうえ、未
公刊裁判例がデジタル化されていないという AI 開発のハードルが指摘されているが、英
国研究の成果を踏まえ、日本の裁判所関係者の支援を得ながら最も効果的なデータセット
構築を目指す。 
 
１． 日本版オンライン紛争解決予測システムの開発。 
２． Horizon Scanningの手法を用いたワークショップを通して、2030年～2040年ごろを想

定した未来シナリオを複数、日本と英国の両国で作成・呈示することを通して、両国
の文化的・社会的・歴史的文脈に即したテクノロジーの社会受容の傾向、条件につい
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ても検討をくわえ、提言としてまとめる。 
３． 紛争解決へのAI導入ガイドを策定し、公表する。 
４． コーポレートガバナンスの理解の刷新、わが国の法学にあまり見られなかった戦略的

な政策提言、それを支える法理論など、学術研究論文ないしシンポジウム講演録など
研究成果を日英で合計5本公表する(日本語／英語)。 

５． 英国側ではケンブリッジ大学のDeakin教授、Steffek教授を核として、司法判断の自動
化とその限界についての研究について産官学―――「官」も英国の司法省や弁護士会
のみならずOECDなどの国際機関、「学」も法学と計算機科学、数学など文理横断型
の緊密な人的ネットワークが構築されている。このネットワークに日本メンバーも参
画し、日本国内にも一橋大学を拠点とする同様のネットワークを構築する。 
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２．研究開発の実施内容 
２－１．実施項目およびその全体像 
 

実施項目 初年度 2 年度目 3 年度目 4 年度目 

WP1：未来シナリオ「仕

事と労働法の未来」日英

比較 

  
 

 

WP2: 司法の言語とコン

ピュテーション：法制
度・言語を横断した民事
紛争解決結果予測モデ
ルの実験・研究 

   

 

WP1＋2＋3: 法推論ア

ルゴリズム開発のインパ

クト研究 

 
   

WP3： 日本版・民事紛

争解決予測モ デルの 開

発・実験 

 
 

  

WP3：『リーガルイノベ

ーション』関連企画 
    

WP3：紛争解決へのＡＩ

導入の倫理ガイド策定 
  

 
 

WP3：民事紛争解決結果

予測モデルのためのデー

タセット構築ガイドの作

成・公表 

   
 

 

 

２－２．実施内容 
❶ WP1：Horizon Scanning 手法を用いた未来洞察「仕事と労働法、AI 技術の未来」実施
と日英比較 
(1) 目的 

Horizon Scanning 手法を用いた未来洞察とは、未来に発生する、そもそも予測しにく
い要素について、可能なかぎりの情報を集め、それを構造化して理解することで、未来の
変化に対する「備え」「構え」を作るための方法論である。具体的には、各領域の学術研
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究者・実務有識者が参加するワークショップを開催し、法的判断への AI 導入が普及した
2030 年～2040 年ごろに起きているであろう「社会変化仮説」をグループ討議から紡ぎ出
し、労働法の変容を予想した「未来イシュー」とクロスさせて「未来シナリオ」を作成す
る。このプロジェクトでは、この未来シナリオをストーリー化してウェブアニメ動画など
一般生活者にとっても解りやすい表現方法の成果物に仕上げるという方法論をとってい
る。さらには、これらの未来シナリオからバックキャスティングすることによって、法的
手続や関連するビジネス現場にどうすれば効果的に AI 技術が導入・普及促進できるかを
深く検討することを狙う。それらの検討結果は、学術・実務両面から妥当性や実現可能性
を検証し、AI 開発の要件定義や開発体制の刷新への示唆を生み出すものである。 
(2) 内容・方法・活動 

2020 年 1・2 月に東京、2023 年 3 月にケンブリッジにおいて、Horizon Scanning 手法を
用いた未来洞察ワークショップ(対面)を開催し、未来シナリオの作成、専門家の手になる未
来イシューと未来シナリオを組み合わせた社会変化仮説の生成、参加者による未来シナリ
オ評価を実施した。これは、パンデミックと生成 AI 革命を挟むタイミングで、日本と英国
において、同一のテーマ、同一の属性(法律と AI に関する研究者、法曹有資格者、労務管
理・経営者、リーガルテック関係者、労働組合関係者など)のメンバーによる未来洞察ワー
クショップを実施できたことを意味する。ケンブリッジには、日本の未来シナリオをベース
に制作したアニメーション「2030：職場における紛争と AI」を持参することができたため、
英国における専門家と活発な意見交換が実現し、両研究の一貫性をもたせることもできた。 

この機会を活かした日英比較をおこなうべく、ケンブリッジで生成した未来シナリオに
関する日本の専門家(同人数、同一属性)によるアンケート調査を実施し、日英で評価が重な
ったシナリオにターゲットを絞りつつ、日英でなされている議論の異同を浮かび上がらせ
ることを意識しながら、日英共同で英国版アニメーション「AI at work」を制作した。法推
論アルゴリズムのインパクト研究の成果を活用することで質の高い作品に仕上がった。 
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 また、2023 年 10 月末から 11 月にかけて、日本の未来シナリオをベースに制作したアニ
メーション「2030：職場における紛争と AI」の視聴した一般人(10 代～60 代の男女合計
1200 名)を対象とするオンラインアンケート調査も実施し、AI の社会受容に関する一般人
の心理的傾向についても検討した。 
 テーマを喫緊の課題である「仕事と労働法、AI 技術の未来」に設定することを可能にし
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たのは、英国チーム PI のサイモン・ディーキン氏が日本の事情にも精通した世界的労働法
学者であったことにくわえ、英国はもちろん日本の労働市場、労使紛争に精通し、日本を代
表する労働法学者である荒木尚志氏(東京大学教授)、森戸英幸氏(慶応義塾大学教授)、神吉
知郁子氏(東京大学教授)の協力が得られたことが大きい。未来洞察ワークショップの主宰・
運営については鷲田祐一氏、未来シナリオのアニメーション化にあたっては上原渉氏と角
田が日英チーム合同での議論(オンラインで毎月実施)をファシリテートした。 
(3) 結果 

労働市場と紛争解決の現場に精通する日英を代表する労働法学者のコミット、および、学
際的メンバーによる 4 年間にわたる法推論アルゴリズムのインパクト研究の成果により、
AI の社会受容について「AI で変わる雇用や働き方」のみならず労働紛争や新しい会社組織
の可能性をクロスさせた、世界的にも例のない新規な研究成果となった。JST-RISTEX HITE
でもご一緒した労働経済学の川口大司氏(東京大学)による、日本における AI が労働生産性
にもたらすインパクト、AI は労働者の格差にいかなる影響を及ぼすかに関する実証研究と
の連携により、日英の相違点が立体的に浮かび上がったことも指摘しておく。 

研究成果は、リアリティに溢れたストーリーをアニメーションとして描くという一般人
にもわかりやすい形で取り纏められたことで、今後の議論の活性化にも資するであろう。 

 
❷ WP2：司法の言語のコンピュテーション研究：法域・言語を横断した民事紛争解決結果
予測システムの開発実験 
(1) 目的 

人工知能を用いた民事紛争解決結果予測システムの研究が盛んにおこなわれており、デ
ータの構造化に関するアイディアも発展を遂げつつある。しかし、これらの研究はいずれも、
アメリカや中国、フランスといった特定の国家、欧州人権条約といった特定の地域で通用し
ている単一の法秩序(法域 Jurisdiction)における法運用の結果に関するものに集中している。
そこで、「法域と言語を超えて存在している法理論」をターゲットに、その運用に関する判
決データを単一ルールのもとで構造化したデータセットを構築し、予測モデルの開発を目
指すこととした。 

これまで法域をまたぐ比較法研究は、もっぱら手作業でおこなわれてきたが、人工知能技
術を用いることで、人力ではなしえなかった法理論の解析が可能となり、ひいては、司法の
言語のコンピュテーションの可能性をより深く理解することに繋がるのではないか、との
期待もあった。 
(2) 内容・方法・活動 

普遍性のある法理論としては、Forum non Conveniens 法理(以下「FNC 法理」)という、
英米法に起源をもちながら、英米法圏を超えて、日本を含む多くの国々において(類似のも
のが)確認される国際裁判管轄に関するルールを取り上げた(同根のものか学説上は争いが
ある)。これは、ある国の裁判所に訴えが提起された際、別の裁判所がその紛争を審理する
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のが適切で、かつ、より便宜性のある法廷地であると認められる場合には、その申立てを却
下することができるという法理である。 

本研究は、一橋大学と英ロンドンのリーガルテック Court Correct 社との共同研究として、
日本法、英国法、米国法における FNC 法理に関する判決データを用いて実験を実施した
(2021 年 4 月スタート)。FNC 法理に関する裁判例の数は、日本法では 215 件、英国法は
776 件、米国法は 1597 件である。なお、日本では、2011 年の民事訴訟法の改正により、「特
別の事情」があると認められるときは、裁判所は、その訴えの全部または一部を却下するこ
とができるとの規定(3 条の 9)を置かれ、「特別の事情」の有無を判断するための考慮要素や
判断基準が条文化されている。ただし、法改正後の裁判例の数が少ない(39 件)ことから、
法改正前の「特段の事情」があると認められるときに訴えを却下してきた判例法理に関する
裁判例も対象に加えた。 

当然のことながら、以下のように判決文書の様式は国によって異なっている。しかし、結
論として、①専門家である竹下啓介氏(一橋大学)とルードヴィヒ・ブル氏(Court Correct)が
共同で手作業によって作成した FNC 法理の各考慮要素、および各要素の重要性ランク付け
が、FNC 法理に関するデータ構造化に関する日英米法を通した統一指標となり得ること、
②この構造化の実現により、FNC 法理の適用結果に各要素との間の相互作用や影響を及ぼ
した度合を統計的・定量的に評価することが可能となること、③日本法データは手作業での
アノテーションを実施したが、英国・米国のように多数の判決データについて自動化する可
能性を探り、近年文章の要約や情報抽出にも使われる大規模言語モデル（LLM）を活用した
実験を実施したところ、自動化の目途を立てることができた。 
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まず、国際私法の専門家によって Forum non conveniens の判断において重要とされる考

慮要素と、判断の結果を、下記 20 個のファクターとして定義した。 

 special_circumstances 
 applicable_law 
 plaintiff_business_domicile 
 defendant_business_domicile 
 other_persons_domicile 
 claim_subject_matter_place 
 contract_place 
 tort_place 
 pending_parrallel_foreign_proceedings 
 relevant_foreign_judgment 
 commonality_or_close_connection_of_the_subject_matter 
 defendant_predictability_japanese_proceedings 
 defendant_burden_japanese_proceedings 
 evidence_location 
 evidence_language 
 desirability_japanese_evidence 
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 plaintiff_burden_foreign_court 
 possibility_of_the_recognition_of_japanese_judgments_in_foreign_countries 
 possibility_of_the_recognition_of_foreign_judgments_in_japan 
 state_interest 

 
これらのファクターのうち、実際に法判断の結論や分析に有意なものを統計的に抽出し

た。手順としては、77 の日本で行われた FNC の判断を行った判例のデータにマニュアルア
ノテーションされた各ファクターを用いて、判断の結果を予測する二値分類タスクをロジ
スティック回帰等の手法によって解き、そのモデルの持つ各ファクターの重みとなる回帰
係数等の指標を用いて、各ファクターの重要度の大きさを評価した。 

 

ファクター名 回帰係数 

plaintiff_burden_foreign_court 1.251934 

commonality_or_close_connection_of_the_subject... 0.672157 

relevant_foreign_judgment 0.397129 

possibility_of_the_recognition_of_foreign_judg... 0.101404 

pending_parrallel_foreign_proceedings -0.045741 

plaintiff_business_domicile -0.089092 

evidence_location -0.098051 

contract_place -0.115895 

other_persons_domicile -0.131018 

evidence_language -0.134807 

claim_subject_matter_place -0.224421 

desirability_japanese_evidence -0.526614 

tort_place -0.609093 

defendant_predictability_japanese_proceedings -0.637556 

defendant_business_domicile -0.814184 

applicable_law -1.014877 

possibility_of_the_recognition_of_japanese_jud... -1.253526 

defendant_burden_japanese_proceedings -1.503213 
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これらの定量的な評価に加え、専門家の見解を合わせて、FNC を認める特段の事情の考
慮といった正解ラベル及び、考慮自体が行われたかといった要素を含め、8 つのファクター
を対象として、大規模言語モデル（OpenAI 社の GPT-4 32K モデル）を用いて判決文から
抽出を試みた。 

 

Special Circumstances 特段（特別）の事情の考慮 

特段（特別）の事情の考慮に関す
る主張を裁判官が受け入れたか 

ー 

Applicable Law どの国の法が適用されたか 

Pending Parallel Foreign 
Proceedings 

外国の裁判所で並行して行われている裁
判の有無 

Defendant Burden Japanese 
Proceedings 

日本で訴訟に応じるという被告の負担に
ついて 

Evidence Location 証拠の場所 

Plaintiff Burden Foreign Court 外国で請求を提起する原告の負担につい
て 

State Interest 国家の利益があると認めたか 

 
 
日英米の 3 つの判例について、8 つのファクターのマニュアルアノテーションを行い、そ

れぞれのファクターについて抽出を依頼する Prompt を検討し、実験を行った。 
また、読ませた判例が以下の 4 つのどのパターンに該当するかについても質問を行った。 
1. FNC について請求があり、裁判所によって判断され、FNC であると認められた

（特段の事情の考慮を認めた） 
2. FNC について請求があり、裁判所によって判断されたが、認められなかった（特

段の事情の考慮を否定された） 
3. FNC について請求はあったが、裁判所によって判断されなかった 

4. その他 
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Prompt の実例（日） 

あなたは法律事務所に勤務するパラリーガルです。 あなたの仕事は、社内のパートナー
向けに事例を読み、重要な要素を抽出することです。 

      次の判断を考慮してください。 
      {description} 
      次の質問に答えてください。 
      1. 判決では特段の事情が考慮されましたか? 
      2. 特段の事情に関する主張は裁判官によって受け入れられましたか? 
      3. 裁判において、裁判官は、どの国の法を本案判断のために適用しましたか？ 
      4. 外国の裁判所で並行して行われている裁判はありましたか? 
      5. 裁判官は、日本で訴訟に応じるという被告の負担についてどう考えていましたか? 

負担は重かったですか、中くらいですか、それとも軽かったですか? 答えを見つけるのが難
しい場合は、N/A と答えてください。 

      6. 証拠の場所はどこでしたか? 
      7. 裁判官は、外国の裁判所で請求を提起する原告の負担についてどう考えていまし

たか? 負担は重かったですか、中くらいですか、それとも軽かったですか? 答えを見つける
のが難しい場合は、N/A と答えてください。 

      8. 裁判官はこの事件に国家の利益があると認めましたか? 
 

結果の要点 

抽出の結果について、大規模言語モデルと人手によるアノテーション間の一致度につい
て、Accuracy やカッパ係数の計算、Confusion Matrix の図示を通して評価を行った。 
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一部の質問では高い精度を示したが、そうでない質問が存在している。 
特に、Question5、7 に関しては、外国で提訴（応訴）する際の原告（被告）の負担の重

さを重い、中程度、軽いで抽出させる尺度の判断を行うものであり、精度が低かった。また、
米英のケースについては負担の重さについて言及があるケース自体が少なかった。 

Question6 は証拠の所在である国名を判断して抽出させているが、精度が低くなった。 
Question8 については、日本における判断では考慮されないパラメータであり、「認めな

かった」一択であるため、Accuracy の値は無効であることに注意されたい。 
 
今回の結果は中間的な報告になるが、一部の質問では高い精度を示しており、他の質問で

も Prompt の改善等を行うことでより正確な抽出がおこなえないか検討の余地がある。 
また、データが少ない段階であることと、アノテーターごとのアノテーション品質の評価

を行い、より正しく手法の有効性の評価を行う予定である。 
 
❸ WP2 法推論アルゴリズム開発のインパクト研究 

WP1：未来シナリオ作成に織り込んだ研究は先に述べた。これとは別に、野間幹晴氏(一
橋大学)が、伊藤穰一氏(千葉工業大学)と「会計の未来」について共同研究を実施し、その
一環で「会計と法律の関係」についても検討を加えてきた。 
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野間氏・伊藤氏とは、2022 年末以来、フィナーレイベントにおける研究成果の発表を前
提に、意見交換・情報交換をスタートさせ、フィナーレイベント❶の基調講演「会計の未来」
と対談「会計の未来に向けて」へと結実した。 
 両氏は、「法律」は「会計」と同様、世界を管理する言語であって、合意や義務をコード
に変換するための言語として確率的プログラミング化が可能であるという立場をとる。そ
のうえで、「会計」と「法律」という人間社会の営みをガバナンスしてきた高度なシステム
の「本質」を問い、「過去と現在、そして未来」を具体的に語り、未来像として「ブロック
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チェーンと先端的 AI 技術を組み合わせるガバナンス」を提案した。この提案は、「正確性」
と「信頼性」を担保しつつ、より有用な経済活動基盤であるだけでなく、「会計」そして「法
律」の概念および制度、ならびに両者の関係に関する理解を抜本的に更新する可能性を秘め
たものであるだけでなく、世界的にも例のない画期的なものであり、更なる発展、探究に値
する。 
 
❹ WP3：日本版・民事紛争解決結果予測モデルの開発・実験 
(1) 目的 
 司法判断を実装した AI 研究として、民事紛争解決結果予測モデルの開発・実験がある。
民事紛争解決結果予測モデルが社会実装されれば、紛争当事者は、弁護士に相談するよりも
安価で迅速に司法判断の結果を知ることが可能となり、いわゆる「司法過疎」問題の解消、
和解による紛争解決の迅速化するなど司法アクセスの向上が期待できるとされている。司
法判断への AI 導入の可能性と限界を探究する本プロジェクトにとって、研究を遂行するう
えで、是非とも開発・実験の経験を踏まえて立論をしたいとの思いはあった。もっとも、主
要な研究業績は、裁判の全件がデータベース化されている国や地域、言語も英語や中国語に
集中しており、わが国の研究環境と日本語という言語の両面でハンディが予想されていた。 
(2) 内容・方法・活動 

山田寛章氏の研究プロジェクト「民事紛争の説明可能な紛争解決予測モデル」(JST 戦略
的創造研究推進事業 ACT-X：JPM-JAX20AM)と直接的に連携することにより、①紛争解決
結果予測タスクの定式化、②41 名の法律専門家のマニュアルアノテーションによって、3477
件の裁判文書・7978 件の不法行為事件について構造化されたデータを収録した、大規模な
紛争解決結果予測データセット(Japanese Tort case Dataset: JTD)の構築、③結果＋その根
拠を自動抽出するモデルの開発を達成し、④各 AI モデルを用いたベースライン実験を実施
するとともに、いずれのモデルでも解けなかったエラー分析も実施した。①については、査
読付き国際会議で発表し、②～④も、プレプリント版を公開した。これに伴って、⑤データ
セット(JTD)公開に向け、判例データベース企業の利益を毀損することのないよう、法曹有
資格者である小原隆太郎弁護士を交えて慎重な検討を重ねながら、(一社)言語資源協会
(GSK)への配布委託契約締結の作業を進めている。 

⑤について若干補足すると、万一問題が発生した場合に法的措置を講ずる可能性を残す
ために、配布委託契約の対象を元データ(判決データ)とアノテーションデータとで分ける
こととした。このうち、後者は、GSK からのデータ受領者が、アノテーションデータやこ
れを改変（翻案）したデータを、GSK を通さずに第三者に共有することも想定している。
当初は、認知度も高いクリエイティブコモンズ（CC）のライセンスに準拠することを想定
していたが、CC ライセンスの「非営利」の定義に曖昧さが残る点などを考慮し、使用目
的を学術研究目的に明確に限定するなど、独自のライセンス条件を設定することにして作
業を進めている。 
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 モデル開発にあたっては、リーガルイノベーションを起こすことを目標とするべく、社会
課題となっている SNS での匿名での誹謗中傷やプライバシー侵害をメインターゲットとし、
名誉棄損、信用毀損、プライバシー侵害、人格権侵害といった不法行為事件を選定した。こ
の領域は、言語による不法行為が問題となっていることにくわえ、FNC 法理と同様、要件・
効果が一対一対応になっていない一般条項(民法 709 条)で処理されていることで、自然言
語処理、機械学習技術との親和性があるとの判断もあった。 
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❺ 新たな法学コンセプト「リーガルイノベーション」の提案と実践 
(1) 目的 

わが国の法学は、西欧諸国に学ぶことで誕生した歴史からか、諸外国の調査・研究を緻密
におこなったうえで日本法への示唆を引き出すものが大部を占め、戦略的な政策提言、それ
を支える法理論という問題意識が欠けていたように思われる。しかしながら、デジタル化の
進展のみならず様々な構造的な社会課題を抱えているわが国が、社会課題「解決」先進国を
目指すのであれば、新たな法学コンセプトが必要ではないかと考えた。 
(2) 内容・方法・活動 

フェリックス・シュテフェック氏(ケンブリッジ大学)と研究代表者・角田の共同企画で
『リーガルイノベーションとは何か』というテーマで一橋大学法学部オンライン集中講義
「テクノロジーとリーガルイノベーション」(2021 年 1 月 12 日～1 月 20 日)を実施(約 100

名の学生・大学院生が受講)。 

当初の英国チームが来日／日本チームが渡英して開催することを予定していた関係者と
のラウンドテーブル会議をオンライン会議に変更、そこに学生を招待して関係者との対話
も可能なオンライン授業に趣旨替えしたもの。結果として研究と教育・教材開発を兼ねるこ
とができた。更には、オンライン授業を書籍化することで(角田美穂子・フェリックス・シ
ュテフェック編著『リーガルイノベーション入門』弘文堂、2022 年 3 月刊行)、専門家と学
生の間で交わされた「対話」を社会と共有できるようにした。 
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書籍化されたオンライン授業の目次・各セッション登壇者 
プロローグ 「大川小学校児童津波被災事件訴訟」から、私たちは何を学ぶ

のか 
吉岡和弘弁護士×齋藤雅弘弁護士×角田美穂子 
コラム「リーガルイノベーション人材」野間幹晴 

集中講義❶ 課題先進国・日本の立ち位置から目をそらすな 
幸田博人一橋大学教授×角田美穂子 

集中講義❷ テクノロジーが変える紛争解決 
フェリックス・シュテフェック×角田美穂子 
藤田正人法務省参事官・山本和彦・竹下啓介 
コラム「法に関する文書の処理は困難なのか？」山田寛章 

集中講義❸ 若き W メジャー法律家たちは、なぜ法律以外も学ぶのか 
ルードヴィヒ・ブル×フェリックス・シュテフェック×角田美
穂子×ホリィ・サージェント×ヴォイテック・バッチンスキ 
コラム「法律分野での機械学習への期待」小原隆太郎弁護士 
コラム「イノベーションの核心：法制度と人工知能を考える面
白さ」石原裕也 

集中講義❹ AI 時代で変わるコーポレート・ガバナンス 
佐々木清隆×小塚荘一郎×経済産業省泉卓也×角田美穂子×
フェリックス・シュテフェック 

集中講義❺ テクノロジーで挑む法執行 
池田宜睦東京大学教授×角田美穂子×フェリックス・シュテフ
ェック 
佐々木清隆元金融庁政策局長・野崎彰金融庁総合政策局組織戦
略監理官 

集中講義❻ 日本型ロー・ファームは AI 時代も生き残れるか 
酒向真理オックスフォード大学教授×岩倉正和弁護士×フェ
リックス・シュテフェック×角田美穂子 

集中講義❼ デジタル化が、法の外に置かれた 51 億人の民を救う 
独司法省フィリップ・ショルツ×日法務省吉川崇×OECD タチ
ヤナ・テプロヴァ×パスファインダー・マイケ・デ・ランゲン
×ユニドロワ・イグナシオ・ティラード＆アンナ・ヴェネチア
ーノ×フェリックス・シュテフェック×角田美穂子 
山本和彦・竹下啓介・小塚荘一郎 

エピローグ リーガルイノベーションとは何か 
角田美穂子×フェリックス・シュテフェック 
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リーガルイノベーションは、「Society5.0 に相応しい司法の探究」を中核に据えている。

このアジェンダセッティングは、第 1 に、Society5.0 という非常に野心的で楽観的な未来社
会ビジョンが、AI の問題に社会として真正面から取り組む意図をもっていることに着目し、
その意味を科学的に詳らかにするという意味をもつ。第 2 に、AI 研究のテーマを「司法判
断」に設定したことは、高精度 AI の「予測」に代替できない人間の営みがあるとすれば、
それは何か――――言い換えれば、司法判断における人間の存在論を改めて問いたい、とい
う決意も込められている。そして、法律の、社会経済などの環境の変化への「適応」を捉え
るために「イノベーション」という概念と組み合わせた「リーガルイノベーション」という
コンセプトを提案した。 
(3) 結果 

『リーガルイノベーション入門』は、幸いにも良質の読者を獲得し、多くの書評を得るこ
とができた。また、研究プロジェクトの折り返し地点において、基本コンセプトをプロジェ
クトメンバーのみならず、関係するステークホルダー、そして、社会と共有できたことは、
研究プロジェクトの遂行・発展に大いに寄与した。 
 
❻ WP3: 紛争解決への AI 導入の倫理ガイド策定 
 

フィナーレイベント❸において、フェリックス・シュテフェック氏(ケンブリッジ大学)の
「紛争解決におけるＡＩの使用に関する倫理ガイド」に関する講演と元判事の村田渉氏(中
央大学)のコメントがなされた。 

その要諦は、人工知能（ＡＩ）は、「プリンシプルベースの規制」の体系的アプローチに
基づいて使用されるべきであるというものである。 
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紛争解決メカニズムには、調停・オンブズマン・仲裁・訴訟などがあるところ、「規範的
個人主義」の立場から、紛争解決に関わる人々に焦点を当て、紛争解決メカニズムの中核的
特徴について、開始コントロール、手続コントロール、結果内容コントロール、結果効果コ
ントロール、中立者選択コントロール、情報コントロール（公開・非公開の別）の有無で区
別できるとした。 

続いて、規範的理論の体系が論じられた。 
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紛争解決におけるＡＩ使用の主要な原則は、影響を受ける人々の利益(interest)であると

し、ここから、「コンセンサスの原則（個人の利益・原則と整合している限り正当であると
の原則）」と「バランスの原則(他人の利益に影響を及ぼす場合には個人の利益の実現が制限
されるとの原則)」を導いた。 
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紛争解決におけるＡＩの利用に関するリスクとして、「偏り」「誤り」「透明性の欠如」を
挙げ、これらに着目して、「意思決定支援アドバイザー」、「裁判官等の中立者」「法律に関す
るアドバイスを行う政府機関」ごとに、それぞれのＡＩ利用の原則とともに、適用されるべ
き規範的原則が論じられた。 

 
 

３．研究開発成果 
３－１．目標の達成状況 
 

本プロジェクトの目標は、実質的にみて、達成できたと考える。ここで、敢えて、「実質
的にみて」という文言を用いたのは、研究開発の実施内容・メンバーともに、「当初考えて
いたものとは相当異なる経路で目的地に辿り着いた」ためである。 
 一例を挙げれば、WP3-JP の「日本版・民事紛争解決結果予測モデルの開発・実験」の当
初案は、日本チームに人工知能の専門的知見を有する者がいなかったために、英国チーム関
係者の来日を前提に、日英共同で日本語の裁判文書を用いた実験を試行するというもので
あった。それが、ケンブリッジ大学コンピュータラボの Jon Crowcroft 氏に東京工業大学の
徳永健伸氏、山田寛章氏をご紹介いただいたことにくわえ、山田寛章氏が同じタイミングで
WP3 と同テーマの研究プロジェクト「民事紛争の説明可能な紛争解決予測モデル」(JST 戦
略的創造研究推進事業 ACT-X：JPM-JAX20AM)を遂行していた偶然が重なり、「ACT-
X/WP-３」という文理共創チームが結成され、さらには、WP3 グループリーダー山本和彦
氏にご紹介いただいた株式会社 LIC(「判例秘書」という日本随一の判例データベースを提
供している民間企業)の研究協力が得られたことにより、「当初考えていたもの」以上の、わ
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が国では先例のない、考え得る最高水準の研究実施体制の構築が実現した。こうして、日本
語の裁判文書を用いたものとしては初めての紛争解決予測モデルの開発を成し遂げ、デー
タセット構築の提案を国際学会で発表し、データセット公開の目途を立てるとことまで辿
り着くことができた。これは、より高いレベルで本来の目標を達成することができたと言っ
て差し支えないであろう。 
 もっとも、COVID-19 のパンデミック、さらには、2022 年 11 月に Chat-GPT がリリー
スされたことではじまった生成 AI の爆発的な経済社会生活への浸透、AI 規制をめぐる世界
規模での議論などにより、本プロジェクトは甚大な影響を受けたことは否定しがたい。それ
は、行動制限に伴う実体的な研究活動の制約は言うに及ばず、研究対象とする事象の劇的な
変化、そして、研究環境の劇的な変化という多面的なものである。マネジメントとしては、
最先端のテクノロジーを最大限活用する方針で、研究開発の質的な水準は確保することが
できたと考える一方、当初予定していた検討結果を「提言としてまとめる」、「ガイドを策定
し、公表する」ところまでは到達できなかった。しかしながら、それは、時間の制約による
面が大きいと考える。そこで、研究開発成果の形式としては「不十分」であることは承知し
つつ、この間の環境変化への「適応」には「時間」の必要性が高いこと、「適応」の「質」
は確保できたことを理由に、「実質的には到達できたと評価が可能」という趣旨である。 

とりわけ、2023 年 12 月 18 日から 3 日間にわたって開催したフィナーレイベントは、社
会と共有する価値があり、なるべく早いタイミングで書籍化を実現したい。そこでは、極め
て質の高い研究成果が発表されたうえで、日英専門家による「対話」が実現した。本プロジ
ェクトの一環でおこなった『リーガルイノベーション入門』刊行が示すように、様々な分野
の専門家による「対話」を書籍化して多様なステークホルダーと共有可能にすることが、社
会における議論の健全なかたちでの深化・発展に貢献し、司法への AI 利活用にむけた提言
やガイド策定が受け入れられるための環境整備になると考えるからである。 
 

３－２．研究開発成果 
成果：法学コンセプト「リーガルイノベーション」と革新的ガバナンス・システムの提案 

(1) 内容 
「Society5.0 に相応しい司法の探究」。このアジェンダセッティングは、第 1 に、Society5.0

という非常に野心的で楽観的な未来社会ビジョンが、AI の問題に社会として真正面から取
り組む意図をもっていることに着目し、その意味を科学的に詳らかにするという意味をも
つ。第 2 に、AI 研究のテーマを「司法判断」に設定したことは、高精度 AI の「予測」に代
替できない人間の営みがあるとすれば、それは何か――――言い換えれば、司法判断におけ
る人間の存在論を改めて問いたい、という決意も込められている。そして、法律の、社会経
済などの環境の変化への「適応」を捉えるために「イノベーション」という概念と組み合わ
せた「リーガルイノベーション」というコンセプトを提案した。これは、現にある法律の条
文を正しく解釈するための方法論、現在の法律では社会的に妥当な解決を導くことができ
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ない問題があるために諸外国の法制度を調査してわが国にも似た制度を作ってきた、従来
型の法律家の営みとは一線を画する法学コンセプトである。そして、いくつもの社会課題を
抱える日本社会が一気呵成に改革を進めていくために、今まさに必要とされている法学だ
と考える。 

リーガルイノベーションは、未来のリーガルイノベーターへの招待状として企画された
オンライン「授業」企画でスタートした。この経緯から、リーガルイノベーション「研究」
は、研究者との自由な意見交換、ステークホルダーとの情報共有、学生との対話（時に厳し
いツッコミ質問や素朴な疑問）といった「教育」を兼ねている。実際、2023 年度からは、
石原裕也氏を一橋大学法学研究科特任講師に、ルードヴィヒ・ブル氏を一橋大学法学研究科
客員研究員・非常勤講師に迎え、対面授業での人材育成プログラム開発に発展を遂げてきて
いる(夏・冬期集中講義、秋冬学期法科大学院「発展ゼミⅡ」)。 

また、この「授業」の書籍化(角田美穂子・フェリックス・シュテフェック編著『リーガ
ルイノベーション入門』弘文堂、2022 年)により、様々なステークホルダーとの情報共有が
進み、議論の深化・発展を可能にした。エビデンスとして、フィナーレイベントに素晴らし
いゲストを迎えられたことを挙げることができる。具体的には、伊藤穣一氏(千葉工業大学
学長)、佐藤健氏(国立情報学研究所教授)、垣内秀介氏(東京大学教授)、ジェフリー・ヴォス
卿(英イングランドおよびウェールズの記録長官、民事司法長官)に基調講演を頂き、「紛争
解決における人工知能使用倫理ガイド」に関するフェリックス・シュテフェック氏(ケンブ
リッジ大学)の講演に対して、わが国随一の学研肌の裁判官経験者である村田渉氏(中央大学
教授)にコメントを頂けたことの意義は、測り知れないものがある。 

この「リーガルイノベーション」というアジェンダセッティングによって、「会計」と「法
律」という人間社会の営みをガバナンスしてきた高度なシステムの「本質」を問い、「過去
と現在、そして未来」を具体的に語り合うという、画期的な対話が実現したことの意義につ
いては、踏み込んで言及をしておきたい(フィナーレイベント❶における伊藤穣一氏による
基調講演とそれに続く野間幹晴氏との対談、質疑応答)。そこで提案された、「ブロックチェ
ーンと先端的 AI 技術を組み合わせるガバナンス」は、「正確性」と「信頼性」を担保しつ
つ、より有用な経済活動基盤であるだけでなく、「会計」そして「法律」の概念および制度、
ならびに両者の関係に関する理解を抜本的に更新する可能性を秘めたものであるだけでな
く、世界的にも例のない画期的なものであり、更なる発展、探究に値する。 

(2) 活用・展開 
 リーガルイノベーションは、国際的な文理共創チームによる先端的な研究開発であると
共に、次世代リーガルイノベーター育成、さらには社会変革運動とも一体化したものである。
もっとも、リーガルイノベーションは誕生したばかりのコンセプトであり、新たなガバナン
スのあり方、法概念の進化論の実証分析、法理論の AI 解析等の研究方法論に関する研究、
構築したデータセットを用いた法学研究、紛争解決における AI 使用の倫理ガイドは、いず
れもまだ途半ばである。幸いにも、関係者および協力者は、その意義と社会的重要性を十分
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に理解しており、活動の継続・発展を約束してくれている。また、幸いにも、研究代表者・
角田は、2023 年度より、所属機関である一橋大学が学長直轄の先端的研究組織である社会
科学高等研究院に創設した研究専念ポストを得て、リーガルイノベーション研究拠点の創
設に専念できることとなった。 

ただ、活動資金について、日本学術振興会の先導的人文社会科学研究推進事業、科学技術
振興機構・社会技術研究開発センター事業に応募申請したが、審査員の理解が得られず、採
択に至らなかったことは、誠に遺憾の極みである。関係者の情熱に応えるべく、引き続き、
研究開発資金の確保に励む次第である。 

 
成果：2030 年ころを想定した日本と英国における「仕事と労働法、AI 技術の未来」アニ

メーション 
(1) 内容 

2020 年 1 月・2 月に東京、2023 年 3 月にケンブリッジで実施した未来洞察ワークショッ
プで作成された未来シナリオをもとに、労働市場と紛争解決の現場に精通する日英を代表
する労働法学者のコミット、および、日英文理共創チームによる 4 年間にわたる法推論ア
ルゴリズムのインパクト研究の成果を踏まえ、2 本のアニメーション作品「2030：職場にお
ける紛争と AI」「AI at Work」が完成した。 

いずれも AI の社会受容について「AI で変わる雇用や働き方」のみならず、新たに出現す
るであろう労働紛争、今此処にはない、斬新な紛争解決システムや新しい会社組織を映像と
して分かりやすく示した、世界的にも例のない、斬新な研究成果となっている。 

また、研究成果がリアリティに溢れたストーリーをアニメーションとして描くという一
般人にもわかりやすい形で取り纏められたことで、アニメーションを視聴した一般人を対
象としたオンラインアンケート調査によって、テクノロジーの社会受容の傾向、条件に関す
る意識調査も実施できることが確認された。 
(2) 活用・展開 

研究成果が、リアリティに溢れたストーリーをアニメーションとして描くという一般人
にもわかりやすい形で取り纏められたことで、今後の議論の活性化にも資するであろう。今
回は、時間と予算の関係で、日本チーム制作のアニメーション「2030：職場における紛争と
AI」を視聴した日本の一般人を対象とするアンケート調査しか実施できなかったが、英国チ
ームのアニメーション作品と日英それぞれでアンケート調査が実施できれば、より深く日
英社会経済の異同を理解することができよう。 

さらには、活動資金を獲得が条件とはなるが、今後、日英とも、労働市場や働き方は大き
く変貌していくと予想されるところ、「定点観測」、すなわち、日本と英国において、隔年輪
番で Horizon Scanning 手法を用いた未来洞察ワークショップを実施し、作成された未来シ
ナリオ、社会変化仮説をアニメーション化し、一般人にアンケート調査を実施していくこと
ができれば、日英社会の異同がより立体的に浮かび上がらせることが可能となろう。これら
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は、労働政策さらには日本社会の成長戦略を検討するうえでも有益なエビデンスとなり、労
働法のイノベーションに向けた提言として取りまとめることが期待できる。 

 
成果：法域と言語を横断した民事紛争解決結果予測モデル開発にむけた方法論の提案 

(1) 内容 
法域と言語を横断して存在している普遍性ある法理論として FNC 法理をとりあげ、AI を

用いて判決の予測を行う機械学習モデルの構築と、その結果の国際比較を行う方法論を研
究した。 

まず、国際私法の専門家である竹下啓介氏が FNC 法理の判断において重要とされる考慮
要素と、判断の結果を、下記 20 個のファクターとして定義した。 

 special_circumstances 
 applicable_law 
 plaintiff_business_domicile 
 defendant_business_domicile 
 other_persons_domicile 
 claim_subject_matter_place 
 contract_place 
 tort_place 
 pending_parrallel_foreign_proceedings 
 relevant_foreign_judgment 
 commonality_or_close_connection_of_the_subject_matter 
 defendant_predictability_japanese_proceedings 
 defendant_burden_japanese_proceedings 
 evidence_location 
 evidence_language 
 desirability_japanese_evidence 
 plaintiff_burden_foreign_court 
 possibility_of_the_recognition_of_japanese_judgments_in_foreign_countries 
 possibility_of_the_recognition_of_foreign_judgments_in_japan 
 state_interest 

 
これらのファクターのうち、実際に法判断の結論や分析に有意なものを統計的に抽出し

た。手順としては、77 件の日本の HNC 法理に関する判決データにマニュアルアノテーシ
ョンされた各ファクターを用いて、判断の結果を予測する二値分類タスクをロジスティッ
ク回帰等の手法によって解き、そのモデルの持つ各ファクターの重みとなる回帰係数等の
指標を用いて、各ファクターの重要度の大きさを評価した。 
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ファクター名 回帰係数 

plaintiff_burden_foreign_court 1.251934 

commonality_or_close_connection_of_the_subject... 0.672157 

relevant_foreign_judgment 0.397129 

possibility_of_the_recognition_of_foreign_judg... 0.101404 

pending_parrallel_foreign_proceedings -0.045741 

plaintiff_business_domicile -0.089092 

evidence_location -0.098051 

contract_place -0.115895 

other_persons_domicile -0.131018 

evidence_language -0.134807 

claim_subject_matter_place -0.224421 

desirability_japanese_evidence -0.526614 

tort_place -0.609093 

defendant_predictability_japanese_proceedings -0.637556 

defendant_business_domicile -0.814184 

applicable_law -1.014877 

possibility_of_the_recognition_of_japanese_jud... -1.253526 

defendant_burden_japanese_proceedings -1.503213 

 
これらの定量的な評価に加え、専門家の見解を合わせて、FNC を認める特段の事情の考

慮といった正解ラベル及び、考慮自体が行われたかといった要素を含め、8 つのファクター
を対象として、大規模言語モデル（OpenAI 社の GPT-4 32K モデル）を用いて判決文から
抽出を試みた。 

日英米の 3 か国の判決データ各 20 件について、8 つのファクターのマニュアルアノテー
ションを行い、それぞれのファクターについて抽出を依頼する以下の Prompt を検討し、実
験を行った。 

「あなたは法律事務所に勤務するパラリーガルです。 あなたの仕事は、社内のパートナ
ー向けに事例を読み、重要な要素を抽出することです。 

      次の判断を考慮してください。 
      {description} 
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      次の質問に答えてください。 
      1. 判決では特段の事情が考慮されましたか? 
      2. 特段の事情に関する主張は裁判官によって受け入れられましたか? 
      3. 裁判において、裁判官は、どの国の法を本案判断のために適用しましたか？ 
      4. 外国の裁判所で並行して行われている裁判はありましたか? 
      5. 裁判官は、日本で訴訟に応じるという被告の負担についてどう考えていましたか? 

負担は重かったですか、中くらいですか、それとも軽かったですか? 答えを見つけるのが難
しい場合は、N/A と答えてください。 

      6. 証拠の場所はどこでしたか? 
      7. 裁判官は、外国の裁判所で請求を提起する原告の負担についてどう考えていまし

たか? 負担は重かったですか、中くらいですか、それとも軽かったですか? 答えを見つける
のが難しい場合は、N/A と答えてください。 

      8. 裁判官はこの事件に国家の利益があると認めましたか?」 
結果として、大規模言語モデルと人手によるアノテーション間の一致度について、

Accuracy やカッパ係数の計算、Confusion Matrix の図示を通して評価を行った。 

 
以上の結果は、いまだ小規模な予備実験で、かつ、人手によるアノテーションも 1名で実

施したものにとどまっている。しかしながら、アノテーション自動化に向けた方法論として

正しい方向性に向かっていることが示唆されたといって差し支えないであろう。これはま

た、法理論の AI 解析という比較法研究に新たな手法が加わったことを意味する。 

 以上の研究成果に対し、日本の民事訴訟法 3 条の 9 の立法化を主導した山本和彦氏から

は、以下のコメントがあったところである(フィナーレイベント❷)。 

民事訴訟法 3 条の 9 が規定している「特別の事情」ルールの日本法における特殊性を意

識する必要がある。いわゆる大陸法(成文法を基本とする)に属する日本法は、法律の条文に

おいて一定の要件を満たせばどのような法的効果が発生するのかが一対一対応で定められ
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ているのが原則である。これに対して、「特別の事情」ルールは、ファクターを列挙し、そ

の重みづけの抽象的指針を示し、あとの適用は裁判所の裁量に委ねるという、(英米法にお

いては比較的多いタイプのルールであるが)日本法のなかでは例外に属するタイプに属す

る。各ファクターの取捨選択、重みづけのあり方等が裁判官ごとに異なる可能性を許容する

ものであることから、司法判断のバラつきが発生する可能性があり、しかも、最高裁による

統一も困難なルールであるともいえる。実際、民訴法 3 条の 9の立法時にも、判断の不安定

や予測不能性を理由に反対もあった。 

このような特性を踏まえたとき、本研究が示した方向性には、どのような要因がどのよう

な重みづけで実際に考慮されているのかを実証的に分析することを可能とし、裁判官ごと

のバラつきの存在や原因等を可視的に検討可能にする点で、極めて意味が大きい。具体的

には、弁護士にとっては、どのような要素を重視して取り上げていくかを主張立証の参考に

でき、裁判官にとっては、類似した事案でどのような要素が考慮されていくかを判断の参考

にできるであろう。 

加えて、本研究では、アメリカ法やイギリス法を比較対象とすることで、上記のような日

本の裁判の状況に対する反省材料を得られる可能性もある。これは特に研究者や立法担当

者にとって重要である。裁判所の裁量権行使の実情に英米との相違があるとすれば、それ

は何に由来するのか、その相違に合理性はあるのか等の検討の材料として有益な資料にな

ると期待できる。 

(2) 活用・展開 
山本和彦氏からは、人力で多数の判例にタグ付けしていくとすれば、汎用性には限界があ

るところ、今後、大規模言語モデル等を適切に用いることで相当程度、自動化できていけば、

多様な研究に対応可能であろうと、アノテーションの機械化・自動化によって拓かれる法学

研究手法への期待も表明された。 

上記の期待は、研究手法としての確立、社会実装、そして、法律の立案のエビデンスとし

ての有効性など多岐にわたっている。これらの期待に応えるには、更なる研究開発を重ね、

まずは研究手法として確立させる必要がある。幸いにも、Court Correct 社および石原裕也

氏は、今後の研究開発への協力を約束してくれている。 

 
成果：WP3: 日本初の判決データを用いた民事紛争解決結果予測モデルの開発 
(1) 内容 
 山田寛章氏の研究プロジェクト「民事紛争の説明可能な紛争解決予測モデル」(JST 戦略
的創造研究推進事業 ACT-X：JPM-JAX20AM)と直接的に連携することにより、①紛争解決
結果予測タスクの定式化、②41 名の法律専門家のマニュアルアノテーションによって、3477
件の裁判文書・7978 件の不法行為事件について構造化されたデータを収録した、大規模な
紛争解決結果予測データセット(Japanese Tort case Dataset: JTD)の構築、③結果＋その根
拠を自動抽出するモデルの開発を達成し、④各 AI モデルを用いたベースライン実験を実施
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するとともに、いずれのモデルでも解けなかったエラー分析も実施した。①については、査
読付き国際会議で発表し、②～④も、プレプリント版を公開した。これに伴って、⑤データ
セット(JTD)公開に向け、判例データベース企業の利益を毀損することのないよう、法曹有
資格者である小原隆太郎弁護士を交えて慎重な検討を重ねながら、(一社)言語資源協会への
配布委託契約締結の作業を進めている。 
 モデル開発にあたっては、リーガルイノベーションを起こすことを目標とするべく、社会
課題となっている SNS での匿名での誹謗中傷やプライバシー侵害をメインターゲットとし、
名誉棄損、信用毀損、プライバシー侵害、人格権侵害といった不法行為事件を選定した。こ
の領域は、言語による不法行為が問題となっていることにくわえ、FNC 法理と同様、要件・
効果が一対一対応になっていない一般条項(民法 709 条)で処理されていることで、自然言
語処理、機械学習技術との親和性があるとの判断もあった。 
(2) 活用・展開 

JTD は、オンライン紛争解決(Online Dispute Resolution)への実装を視野に入れ、データ
セットの改訂・拡張、エンコーダの開発等も行っていきたい。そのほか、JTD の社会的認知
度の向上を図る観点から、コンペティションを開催する予定である。山田寛章氏とは引き続
き、連携協力を予定している。 

 
 法学者としては AI 技術を使った法学研究への貢献も探りたい。不法行為法の要件・効果
論の生成・発展に大きな役割を果たしたのが交通事故等の事故型不法行為であったことか
ら、生命・身体・財産等の損害については確たる法実務が存在している。これに対し、JTD
が収録している不法行為事件類型は、社会的・人格的損害が問題となっており、この類型に
ついては、世界的にみても、要件・効果ともに理論的にも実務的にも十分な蓄積がなく、テ
クノロジーの貢献が待たれている分野であろう。 
(3) 特記事項 
 山田寛章氏(東京工業大学)の研究プロジェクト「民事紛争の説明可能な紛争解決予測モデ
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ル」(JST 戦略的創造研究推進事業 ACT-X：JPM-JAX20AM)では、株式会社 LIC との共同
研究により、法律分野に特化した事前学習済言語モデル(JLBERT)を開発しており、
WP3/ACT-X の研究開発でも使用した。同モデルに関する論文として、以下が発表されて
いる。 
Keisuke Miyazaki, Hiroaki Yamada, and Takenobu Tokunaga. 2022. Cross-domain Analysis 
on Japanese Legal Pretrained Language Models. In Findings of the Association for 
Computational Linguistics: AACL-IJCNLP 2022, pages 274–281, Online only. Association 
for Computational Linguistics. 
 
成果：紛争解決への AI 導入の倫理ガイドのあり方について議論枠組みと論点の提示 
(1) 内容 
「紛争解決におけるＡＩの使用に関する倫理ガイド」に関して、人工知能（ＡＩ）は、「原
則に基づく規制」の体系的アプローチに基づいて使用されるべきことが論じられた。 

紛争解決メカニズムには、調停・オンブズマン・仲裁・訴訟などがあるところ、「規範的
個人主義」の立場から、紛争解決に関わる人々に焦点を当て、上記紛争解決メカニズムの中
核的特徴について、開始コントロール、手続コントロール、結果内容コントロール、結果効
果コントロール、中立者選択コントロール、情報コントロール（公開・非公開の別）の有無
で分類することができる。 

紛争解決におけるＡＩ使用の主要な原則は、影響を受ける人々の利益(interest)であると
し、ここから、「コンセンサスの原則（個人の利益・原則と整合している限り正当であると
の原則）」と「バランスの原則(他人の利益に影響を及ぼす場合には個人の利益の実現が制限
されるとの原則)」を導いた。つづいて、紛争解決におけるＡＩの利用に関するリスクとし
て、「偏り」「誤り」「透明性の欠如」を挙げ、これらに着目して上記原則の各内容が説明さ
れた。「紛争当事者のアドバイザー」、「裁判官等の中立者」「法律に関するアドバイスを行う
政府機関」ごとに、それぞれのＡＩ利用の原則とともに、適用されるべき規範的原則を論じ
た。一例として、「裁判官等の中立者が紛争結果に関する決定文案を作成するためにＡＩを
利用する」場合、「ＡＩによって起案された結果の正確性に関して、中立者によって適用さ
れる人間のチェックは、当事者にとって重要であればあるほど、より集中的である必要があ
り、また、ＡＩのミスのリスクが高くなり、当事者が開始・結果内容及び手続の結果効果を
コントロールできなければできないほど、人間によるチェックは重要になる」とした。 

これに対して、村田渉氏は、裁判官による判断（判決・決定）は、その結論の妥当性とと
もに、理由付けの正当性、説得力、当事者の納得性（ＡＩの利用に関する手続的正当性を含
む）が重要な要素と考えていることから、裁判手続において裁判官がＡＩを利用する場合に
は、(ⅰ)よりよい判断(判決・決定)を作成するためにＡＩの利用が許されること、(ⅱ)ＡＩ
のミスのリスクの高低にかかわらず、人間である裁判官による集中的かつ慎重なチェック
は必要不可欠であること、(ⅲ)裁判官によるＡＩ利用の結果について必要十分な説明がされ
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ること（裁判官の説明責任）、（ⅳ）裁判官によるＡＩ利用の結果について、当事者の弁論権・
反論権を保障すべきであること、(ⅴ)裁判官によるＡＩの利用について当事者が認識し、そ
の結果を確認できることが望ましいこと、も確認しておくべきではないかとのコメントを
おこなった。 
(2) 活用・展開 
 村田渉氏は、日本の裁判所に持ち込まれた紛争事案の 4 割が「和解」で集結しており、
「和解」事案についてのデータへのアクセスが限定されていることから、AI の学習データ
の代表性については検討の余地があるのではないかとの疑問を提起したほか、裁判官の営
みを可視化したうえで、裁判官による AI 使用について、具体性に踏み込んで詳細な検討と
問題提起も行った。ここで実現した「対話」それ自体が、このテーマの議論の進展に大いに
貢献するであろう。 
 
３－３．今後の成果の活用・展開に向けた状況 
 

研究実施にあたり協力してくださったメンバー、『リーガルイノベーション入門』関連イベ

ント、フィナーレイベントでゲスト登壇してくださった方々は、今後の連携協力を約束して

くれている。また、研究代表者・角田は、国際ジャーナル Data ＆Policy(Cambridge 

University Press)のエディターに就任した。これをもって、ケンブリッジ大学のサイモン・

ディーキン氏、フェリックス・シュテフェック氏を核とする産・官・学、「官」も国内にと

どまらず国際機関、「学」も法学と計算機科学を含む文理横断型の緊密なネットワークに参

画し、日本国内にも一橋大学を拠点とするネットワークを構築するという目標達成が視野

に入ってきたと考える。 

 

４．領域目標達成への貢献 
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５．研究開発の実施体制 
５－１．研究開発実施体制の構成図 

 

５－２．研究開発実施者 

（1） ● WP1： Horizon Scanning による法律と人工知能の未来シナリオ研究グループ

（グループリーダー：鷲田祐一） 
 役割：未来シナリオ作成ワークショップの実施、ウェブアニメ動画作成 

氏名 フリガナ 所属機関 所属部署 役職（身分） 

鷲田祐一 
ワシダ ユウ

イチ 
一橋大学 経営管理研究科 教授 

角田美穂子 
スミダ ミホ

コ 
一橋大学 社会科学高等研究院 教授 

上原渉 
ウエハラ ワ

タル 
一橋大学 経営管理研究科 准教授 
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（2）WP2：法律と会計のコンピュテーション研究グループ（グループリーダー：野間幹

晴） 
 役割：法律と会計の未来、法推論アルゴリズム開発のインパクト研究 

氏名 フリガナ 所属機関 所属部署 役職（身分） 

野間幹晴 
ノマ ミキハ

ル 
一橋大学 経営管理研究科 教授 

角田美穂子 
スミダ ミホ

コ 
一橋大学 社会科学高等研究院 教授 

竹下啓介 
タケシタ ケ

イスケ 
一橋大学 法学研究科 教授 

 

（３）WP3: 人工知能による紛争解決予測研究グループ（グループリーダー：山本和彦） 

 役割：民事紛争解決予測システムの開発実験、紛争解決への人工知能使用の倫理的課題研

究 

氏名 フリガナ 所属機関 所属部署 役職（身分） 

山本和彦 
ヤマモト カ

ズヒコ 
一橋大学 法学研究科 教授 

角田美穂子 
スミダ ミホ

コ 
一橋大学 法学研究科 教授 

竹下啓介 
タケシタ ケ

イスケ 
一橋大学 法学研究科 教授 

 

５－３．研究開発の協力者 
 

氏 名 フリガナ 所 属 役職（身分） 協力内容 

荒木尚志 アラキ タカシ 東京大学大学院法学政

治学研究科 
教授 法推論アルゴリズムのイ

ンパクト研究、労働法

学・労働政策・労働紛争

に関する知見の提供 

森戸英幸 モリト ヒデユ

キ 

慶応義塾大学法務研究

科 
教授 法推論アルゴリズムのイ

ンパクト研究、労働法

学・労働政策・労働紛争

に関する知見の提供 
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神吉知郁子 カンキ チカコ 東京大学大学院法学政

治学研究科 
准教授 法推論アルゴリズムのイ

ンパクト研究、労働法

学・労働政策・労働紛争

に関する知見の提供 

小原隆太郎 オバラ リュウ

タロウ 

中村・角田・松本法律

事務所 

一橋大学法学研究科 

弁護士 
 

客員研究員 

民事紛争解決予測システ

ムの開発実験の協力 

法推論アルゴリズムのイ

ンパクト研究(未来シナリ

オ作成)にあたって法曹実

務家の知見の提供 

石原裕也 イシハラ ユウ

ヤ 

(株)Xspear Consulting 

一橋大学法学研究科 
マネージャー 

特任講師 
民事紛争解決予測システ

ムの開発実験への人工知

能学の知見の提供 

法推論アルゴリズムのイ

ンパクト研究(未来シナリ

オ作成)にあたって人工知

能の知見の提供 

リーガルイノベーション

教育プログラム開発 

岡田羊祐 オカダ ヨウス

ケ 

一橋大学経済学研究科 

公正取引委員会 
教授 

研究センター

長 

競争政策の観点から法的

判断の自動化に関する知

見の提供 

Ludwig Bull ルードヴィヒ 

ブル 

Court Correct 
 

一橋大学法学研究科 

CEO 
 

客員研究員 

民事紛争解決結果予測
モデル開発・実験への
人工知能の知見の提供 
リーガルイノベーショ
ン教育プログラム開発 

徳永健伸 トクナガ タケ

ノブ 

東京工業大学情報理
工学院  

教授  日本の裁判文書の自然
言語処理に関する人工
知能学の知見の提供 

山田寛章 ヤマダ ヒロア

キ 

東京工業大学情報理工
学院 

助教 日本の裁判文書の自然
言語処理に関する人工
知能学の知見の提供 

小塚荘一郎 コヅカ ソウイ

チロウ 

学習院大学法学部 教授 民事紛争解決予測シス
テム開発実験への協力
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人工知能のガバナン
ス、裁判文書の比較法

的知見の提供 

得津晶 トクツ アキラ 一橋大学法学研究科 教授 民事紛争解決予測シス
テム実験への協力 

 

機関名 部 署 協力内容 

株式会社 LIC(判例データベー
ス「判例秘書」提供会社) 

 判決データの提供 

Court Correct 社  民事紛争解決結果予測
モデル開発・実験への
人工知能の知見の提供 

   
 

 

６．研究開発成果の発表・発信状況、アウトリーチ活動など 
６－１．社会に向けた情報発信状況、アウトリーチ活動など 
６―１―１．プロジェクトで主催したイベント（シンポジウム・ワークショップなど） 
 

年月日 名 称 場 所 概要・反響など 参加人数 

2020/1/9 未来洞察ワークショ

ップ① 
 

東京 「司法への人工知能導

入のインパクト」未来

シナリオ作成 

23 名 

2020/2/3 未来洞察ワークショ

ップ② 
東京 未来イシュー、社会変

化仮説、未来シナリオ

評価 

29 名 

2020/2/28  
～3/2 

日英キックオフミー

ティング 
ケンブリッジ WP1・２・３の UK＋

JP のアジェンダ設定 
15 名(5 名

渡英) 

2021/1/12
～20 

集中講義「テクノロ

ジーとリーガルイノ

ベーション」❶～❼ 

オンライン授業 書籍化したオンライン

集中講義 
ホスト 2
名、ゲスト

19 名、受

講生約 100
名 

2022/10/14 『リーガルイノベー オンライン 編者による本の紹介 ホスト 2
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ション入門』刊行記

念イベント 
一読者としての感想 

❶テクノロジーが変え
る紛争解決、❷リーガ
ルイノベーションのエ
コシステム構築につい
てディスカッション 

名、ゲスト

４名、視聴

者１４３名 
見逃し配信 

日本語版７

８回・英語

版 258 回

視聴 

2023/3/23 「法律と人工知能」

未来洞察ワークショ

ップ 

ケンブリッジ 仕事と労働法の未来に

ついて Horizon 
Scanning の手法によ

る未来洞察ワークショ

ップ 

３２名 
(20 名は専

門家等の招

聘、５名は

日本チーム

渡英） 
 
 

2023/12/18 国際シンポジウム

「リーガルイノベー

ション：テクノロジ

ーが変える社会と

法」 

東京(ハイブリッ

ド) 
フィナーレイベント❶ 

会計の未来 
法律進化論としてのリ

ーガルイノベーション 
仕事と労働法、AI 技術

の未来 

 

2023/12/19 国際ワークショップ

「司法の言語とコン

ピュテーション」 

東京(ハイブリッ

ド) 
フィナーレイベント❷ 
人工知能の法律分野へ

の応用の現状と人工知

能法学の将来展望 
法規範の AI 解析 

機械学習が拓く未来 

 

2023/12/20 国際ワークショップ

「紛争解決の未来：

テクノロジーがもた

らす可能性と課題」 

東京(ハイブリッ

ド) 
フィナーレイベント❸ 
民事紛争、紛争解決の

未来とテクノロジー 
紛争解決における人工

知能使用の倫理ガイド 
デジタル時代において

AI・テクノロジーが司
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法サービス提供に及ぼ

す影響について 
総括 

2023/12/20 次世代 AI＆Law 研

究が拓く未来 
東京(ハイブリッ

ド) 
日英若手研究者のプロ

ジェクト紹介とディス

カッション 

 

 

 

６―１―２．書籍、DVD など論文以外に発行したもの 
  

(1) 角田美穂子・フェリックス・シュテフェック編著『リーガルイノベーション入

門』(弘文堂、2022 年 3月) 

  紹介・書評）講談社ウェブマガジン・FRaU で紹介 2022 年 5月 

    週刊東洋経済(評者：野村総合研究所 大崎貞和) 

    NBL(New Business Law)(評者：Legal On 代表取締役・弁護士 角田望) 

    証券アナリストジャーナルにて紹介 

    判例時報 (評者：早稲田大学教授 後藤巻則) 

   自由と正義 (評者：仙台高等裁判所総括検事 渡邉ゆり) 

 

(2) Felix Steffek & Mihoko Sumida eds., Legal Innovation: Technology, the 
Legal Profession and Societal Change, Cambridge University Press, 2024, 

forthcoming. 

 

６―１―３．ウェブメディア開設・運営  
 
https://legalinnovation.hias.hit-u.ac.jp/ 
2023 年 11 月 7 日開設 
 
その他 
・研究プロジェクト「法制度と人工知能」紹介ページの開設 2022 年 10 月(日本語・英語) 
https://www.law.hit-u.ac.jp/ggr/programs/legal/legal-systems-and-artificial-intelligence/ 
 
https://www.law.hit-u.ac.jp/ggr/en/programs/legal-innovation-program/legal-systems-
and-artificial-intelligence-en/ 
 
・「リーガルイノベーション入門」刊行記念イベントレポート 
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https://www.law.hit-
u.ac.jp/ggr/2023/01/11/event_report/?hilite=%E8%A7%92%E7%94%B0%E7%BE%8E%
E7%A9%82%E5%AD%90 
 
・GGR イベントレポート「ケンブリッジ大学ビジネスリサーチセンター(CBR)との共催で
「法律と人工知能」をテーマとする未来洞察ワークショップを開催」(日本語・英語) 
そのなかで「仕事と労働法の未来」をテーマとする未来シナリオのアニメーション動画を公
開 

 
「2030: Workplace Conflicts and AI in the Future」 
https://drive.google.com/drive/folders/1LUvBr-
ptVgs1aSNE5xmc6WrKnN5uJEsI?usp=share_link 
 
https://www.law.hit-
u.ac.jp/ggr/2023/04/11/%e3%82%b1%e3%83%b3%e3%83%96%e3%83%aa%e3%83%8
3%e3%82%b8%e5%a4%a7%e5%ad%a6%e3%83%93%e3%82%b8%e3%83%8d%e3%82
%b9%e3%83%aa%e3%82%b5%e3%83%bc%e3%83%81%e3%82%bb%e3%83%b3%e3%
82%bf%e3%83%bccbr%e3%81%a8/?hilite=%E8%A7%92%E7%94%B0%E7%BE%8E%E
7%A9%8 
 
 

６―１―４．学会以外のシンポジウムなどでの招へい講演 など 
(1) 角田美穂子「Society5.0における司法制度を考える～集中講義「テクノロジ
ーとリーガルイノベーション」で得た気づきをもとに」、自由民主党司法制度調
査会、議題「司法分野・法務行政におけるAI・IoTの利活用について」講師、
2021年2月10日、自由民主党本部(オンライン参加) 
(2) 角田美穂子、テクノロジーとリーガルイノベーション、第4回FinTech／DX
勉強会、イノベーション・インテリジェンス研究所、オンライン、2021年7月27
日 
(3) 「科学はデジタルに呑み込まれるのか」登壇、2022 年 11 月 29 日、ウェブ、

森アカデミー×JST-RISTEX HITE 主催 
https://www.tsukuba-
sci.com/?column01=ristex%e3%83%bbhite%e9%a0%98%e5%9f%9f%ef%bc%8f
%e6%a3%ae%e3%83%93%e3%83%ab%e3%82%a2%e3%82%ab%e3%83%87%
e3%83%9f%e3%83%bc%e3%83%92%e3%83%ab%e3%82%ba-%e3%82%b3%e
3%83%a9%e3%83%9c%e3%82%a4%e3%83%99%e3%83%b3 



社会技術研究開発 

「人と情報のエコシステム」研究開発領域 

「法制度と人工知能」 

研究開発プロジェクト 実施終了報告書 

42 
 

(4) 東京弁護士会有志会、角田美穂子「リーガルイノベーション入門」、2022 年 12
月 20 日、ウェブ 

 

６－２．論文発表 
６―２―１．査読付き（ 1 件）  
 ・●国際誌（ １ 件） 

・ Hiroaki Yamada, Takenobu Tokunaga, Ryutaro Ohara, Keisuke Takeshita, Mihoko Sumida, 

Annotation Study of Japanese Judgments on Tort for Legal Judgment Prediction with Rationales, In 

The Proceedings of The 13th Language Resources and Evaluation Conference, LREC 2022, Marseille, 

France, June 21-23, 2022. 

 

  

 

６―２―２．査読なし（ 9 件） 
 (1) 神吉知郁子『司法判断におけるＡＩの実装可能性―――イギリスにおける労働者性
判断の試みから』ＮＢＬ1187 号(2021 年 2 月 1 日)12～20 頁 

 (2) 角田美穂子×山本和彦「対談：デジタル化する法：司法判断への AI の導入は何を変
えるのか」人と情報のエコシステム(HITE)領域冊子 No5.(2021 年 8 月 13 日) 

https://www.jst.go.jp/ristex/hite/topics/463.html 

 (3) 角田美穂子「意思表示の効力発生時期規定の現代化―――リーガルイノベーシ
ョン序説」岡本裕樹・沖野眞巳・鳥山泰志・山野目章夫編『民法学の継承と展開 中田
裕康先生古稀記念』(有斐閣、2021 年 8 月刊行)所収、211～231 頁 

 (4) 角田美穂子「自著を語る：角田美穂子＝フェリックス・シュテフェック共編著『リ
ーガルイノベーション入門』(弘文堂)」金融・資本市場リサーチ 7 号、2022 年 8 月 

(5) 角田美穂子「司法判断における人工知能の使用――革新的テクノロジーが問いかけ
るもの」滝沢昌彦・中村肇・中川敏宏・田中謙一・山本弘明 編『小野秀誠先生古稀記念論
文集 社会の多様化と私法の展開』(法律文化社、2024 年 1 月)所収 

(6) 角田美穂子「リーガルイノベーションへの誘い」判例秘書ジャーナル HJ300016、

2023 年 10 月 31 日公開 

(7) Hiroaki Yamada, Takenobu Tokunaga, Ryutaro Ohara, Akira Tokutsu, Keisuke 

Takeshita, and Mihoko Sumida. 2023. “Japanese Tort-Case Dataset for Rationale-
Supported Legal Judgment Prediction.” arXiv [cs.CL]. arXiv 
preprint. http://arxiv.org/abs/2312.00480. 
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(8) 角田美穂子「みずほ証券寄付講座「資本市場と公共政策」ロボアドバイザーへの法的

アプローチ～リーガルイノベーションという視点から～」判例秘書ジャーナル HJ300017、

2023 年 12 月 27 日公開 
(9) 角田美穂子「リーガルイノベーション◆Society5.0 に相応しい司法を考えるための法
学―――まだどこにもない「レクチャー」の舞台裏」『一橋法学レクチャーシリーズ❶教養
としての法学・国際関係』(国際書房、2024 年 2 月)177～188 頁。 
 

 

６－３．口頭発表（国際学会発表及び主要な国内学会発表） 
６―３―１．招待講演（国内会議 ０ 件、国際会議 ０ 件） 
 

６―３―２．口頭発表（国内会議 ０ 件、国際会議 ０ 件） 
 

 

６―３―３．ポスター発表（国内会議 ０ 件、国際会議 1 件） 
 ・Hiroaki Yamada, Takenobu Tokunaga, Ryutaro Ohara, Keisuke Takeshita, Mihoko Sumida, 

Annotation Study of Japanese Judgments on Tort for Legal Judgment Prediction with Rationales, In 

The Proceedings of The 13th Language Resources and Evaluation Conference, LREC 2022, Marseille, 
 

６－４．新聞/TV 報道・投稿、受賞など 
６―４―１．新聞/TV 報道・投稿 
日本経済新聞 2024 年 1 月 27—30 日、夕刊、「2023 年度第 1 回一橋大学政策フォーラム」
として 1 面広告 「国際シンポジウム『リーガルイノベーション：テクノロジーが変える社
会と法』日英共同で未来展望」 
 
６―４―２．受賞 
 

６―４―３．その他 
 
・『リーガルイノベーション入門』書籍化したオンライン授業で得られた協力 

 Felix Steffek がメインスピーカーとなった「AI と紛争解決」と題するセッション
で、山本和彦、竹下啓介、法務省民事局の藤田参事官がコメントし、世界の紛争解
決予測システムの研究状況、日本の民事裁判ＩＴ化の課題について議論した。 

 「紛争解決におけるＡＩ利用ガイド」策定に向けステークホルダーを招いた国際
ワークショップ「司法アクセスのイノベーション」を実施 
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ドイツ連邦司法消費者保護省「リーガルテックと司法アクセス」プロジェクト部長
Dr. Philip Scholz、法務省大臣官房秘書課長・吉川崇、OECD SDGs のための政策
部門長 Tatyana Teplova、すべての人に法の正義を TF/Pathfinders プログラムリ
ーダーMaaike de Langen、UNIDROIT 事務局長 Ignacio Tirado・同事務局次長 Anna 

Veneziano が登壇 

 
・法務省の推薦により自民党司法制度調査会で講演 
角田美穂子「Society5.0における司法制度を考える～集中講義「テクノロジーとリーガル
イノベーション」で得た気づきをもとに」、自由民主党司法制度調査会、議題「司法分
野・法務行政におけるAI・IoTの利活用について」講師、2021年2月10日、自由民主党本部
(オンライン参加) 
 
 
 

６－５．特許出願 
６―５―１．国内出願（ ０ 件） 
 

６―５―２．海外出願（ ０ 件） 
 

 

 


